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１．背景 

我が国における一般介護予防事業は、

2014 年の介護保険法改正において、ハイリ

スクアプローチに重点を置いた介護予防教

室の提供から、健康な住民も含めて地域全

体にアプローチするポピュレーション戦略

にシフトした。かつての介護予防事業では、

心身機能改善を主とした機能回復訓練に偏

りがちであったり、訓練終了後の活動的な

状態を維持するための機会の創出が不十分

であったりといった問題点があった１),２)。

そこで、ポピュレーションアプローチによ

り、高齢者本人だけではなく、生活環境や

地域づくりにも着目し、心身機能の改善ば

かりでなく日常生活の活動を高め、家庭や

社会への参加を促し、一人一人の生きがい

や自己実現のための取組を支援することを

理念として掲げるように移行している。こ

のような介護予防事業において、地域住民

を主体とした地域づくりが推奨されている

一方で、事業を推進するためには、地域の

実情をよく把握し、かつ、地域づくりの中

心である市町村が主体的に取り組むことが

不可欠であることを厚生労働省は明記して

いる１)。その一環として一般高齢者、介護

予防・日常生活支援総合事業対象者、要支

援者を対象に、日常生活圏域ごとに、地域 

の抱える課題の特定に資することなどを目 

的として「介護予防・日常生活圏域ニーズ 

調査（以下、「ニーズ調査」）を介護保険者 

   

（市町村または広域連合、以下「保険者」）

が実施している３)。 

健康長寿社会をめざした予防政策の科学

的な基盤づくりを目的とした JAGES（Japan 

Gerontological Evaluation Study，日本老

年学的評価研究）は、全国の保険者と共同

研究としてニーズ調査に準じた「健康とく

らしの調査」（以下「JAGES 調査」）をこれま

でにも実施してきた。元々JAGES は、AGES

（ Aichi Gerontological Evaluation 

Study，愛知老年学的評価研究）を母体とし

発足した。AGES では 2003 年度に４県 15 保

険者 18 市町村、2006 年に３県９保険者９

市町村で 65 歳以上を対象とした「健康とく

らしの調査」を実施した。その後 2010 年に、

対象地域を全国 12 都県 25 保険者 31 市町

村へと拡大し名称を JAGES と改め、2013 年

には 14 道県 25 保険者 30 市町村４)、2016

年に 18都道県 34保険者 39市町５)に JAGES

調査を継続的に実施してきた。延べ 75 万人

の高齢者の多地域・多時点大規模調査を実

施してきており、横断調査だけではなく、

コホート研究やパネル調査で機能低下プロ

セスの実証的な検証を可能とする研究であ

る。JAGES ではこれらの調査を用いた研究

成果を国際誌に 206 本、国内誌には 344 本

を発表しており、その他書籍 19 冊、シンポ

ジウム報告 120 回、学会では 424 回にわた

り発表し、受賞歴は 67 回にのぼるなどの実

績を有している（2020 年 10 月時点）。 
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JAGES では共同研究先である保険者の希

望にあわせ、調査方法や調査対象者、日常

生活圏域の設定などを変えている。調査方

法は全数調査またはサンプリング調査の２

種類、調査対象者は基本的には、要支援・

要介護認定を受けていない 65 歳以上とし

ているが、事業対象者や要支援者、要介護

認定者を含むか含まないかは保険者に判断

をゆだねている。厚生労働省より日常生活

圏域ごとの分析が求められているが、分析

するための地域は、小学校区や日常生活圏

域など地域の特性に合わせて保険者の判断

が分かれるところである（以下「小地域」）。

サンプリング調査の場合は、調査の全対象

者のうち、何名に配布すべきなのかの検討

が重要である。JAGES では、回収率を過去

の調査から 70％程度と想定し、小地域あた

り 150 名以上のサンプリングとすることで、

回収数 100 名程度になるよう調査設計して

いる。さらに、小地域あたり性別（男性、

女性）や年齢層別（前期高齢者、後期高齢

者）で比較をする場合を考慮し、分析地域

あたりの回答者数を増やすように推奨して

いる。例えば、前期高齢者（年齢層）の男

性（性）に限定して分析する場合、150 名の

４倍である 600 名以上のサンプリングとな

るように設計することが望ましいと考えて

いる。しかし、一律に小地域あたり 600 名

以上とした場合、母集団規模が相対的に小

さい地域では対象者数が過大抽出される一

方で、母集団規模が相対的に大きい地域で

は対象者が過小抽出されることとなる。ま

た予算の制約によって，対象者数を抑えざ

るを得ないことも多い。 

そこで、小論では、まず JAGES2019 年調

査の概要を記し、その後小地域の回収数に

よるデータの妥当性の検証およびサンプリ

ング率の違いによる過大抽出または過小抽

出の影響について検討する。なお小論では、

共同研究協定や調査実施における方法に関

しては「保険者（市町村、広域連合）」、結

果に関しては「市町村」の単位にて統一し

ている。 

 

２．JAGES2019 年調査概要 

2.1 JAGES2019 年調査 

JAGES 調査は３年に一度、保険者によっ

て策定される介護保険事業計画策定のため

のニーズ調査の調査票に準じた調査を実施

している。そのため、介護保険事業計画策

定にかかわる全国の保険者に共同研究協力

を呼び掛けた。 

JAGES は、厚生労働省がニーズ調査のた

めに提供している地域包括ケア「見える化」

システムに類似する、JAGES 独自の見える

化システムである「地域マネジメント支援

システム」を構築している。この地域マネ

ジメント支援システムでは、市町村間での

比較と市町村内小地域間での比較を可能と

しているため、基本的な対象者の属性など

は統一する必要がある。そのため、JAGES で

は基本的に対象者は要支援・要介護認定を

受けていない 65 歳以上の高齢者としてい

る。ただし、前述のとおり一部の保険者に

ついては希望に応じて事業対象者、要支援・

要介護認定者も調査対象者に加えている。

そのため、保険者が介護保険の第一号被保

険者リスト、もしくは住民基本台帳を用い

て 65 歳以上の対象者の抽出をするにあた

り、事業対象者、要支援・要介護認定者の

区別がつくようにフラグを立てもらい、地

域マネジメントシステムでの分析の際には、

必要に応じて事業対象者、要支援・要介護

認定者を削除して集計している。 

サンプリング調査を選択した保険者は、

サンプル数を１つの小地域あたり 150 名、
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300 名、600 名の数字を基準として決定し

た。これは前述の通り回収率を 70％と想定

し、小地域あたり 100 名以上の回答が得ら

れるように、対象者を 150 名の最小基準と

して推奨しているためである。さらに性（男

性、女性）や年齢層（前期高齢者、後期高

齢者）に分けて分析することも考慮し、予

算に応じて 150 名の２倍、または４倍とな

るように小地域あたりのサンプル数を増や

した。 

調査は自記式郵送調査法にて実施し、返

送先は原則各保険者とした。調査票の発送

前に保険者または市町村で発行している広

報誌等に協力のお願いを掲載し、調査実施

の周知に努めた。調査票発送後は、回答者

の疑問や質問に回答するためにコールセン

ターを設置し、随時回答した。また、調査

票発送２週間後に、調査票回答に対するお

礼のはがきを郵送し、謝辞を伝えるととも

に、回答および発送を忘れている方には協

力をお願いし、回収率向上に努めた。 

調査票は、厚生労働省が示す必須項目お

よびオプション項目に，JAGES に参加する

共同研究者が介護予防や well-being に関

連すると考える質問項目を追加し 16 ペー

ジで構成されている。調査票は、（A）調査

説明と協力依頼文および過去の調査で得ら

れた知見の紹介、（B）ニーズ調査を含む全

員に尋ねるコア項目調査、（C）回答者の負

担軽減目的のため質問を減らす工夫として、

質問をおおまかに８つに分類し、８種類の

バージョン項目の調査票、（D）自治体独自

項目、の４種類から構成される。バージョ

ン項目は８種類あるため、調査対象者を無

作為に８等分し、ランダムに調査票を配布

した（表１）。

 

表１. JAGES2019 年調査票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容

身体状況・健康状態：生活習慣、罹患、保健行動、BMI、転倒状況

心理：うつ、幸福度

社会：ソーシャル・ネットワーク、ソーシャル・サポート

社会経済的地位：年間世帯所得、世帯人数、教育、就職（最長職）、年金、
生活保護

会・グループへの参加：ボランティア、スポーツ、老人クラブ、町内会・自
治会、趣味他

地域環境：（地域に対する）信頼、互酬性、治安、祭り、近所付き合い

外出：外出頻度、交通手段

A 認知症へ理解、地域資源、救急車・インターネットの利用について

B 服薬、医療受診、かかりつけ医、看取りについて

C 睡眠や食事、目や耳の健康、地域活動やサロン活動への参加について

D 口の健康、災害への備え・意識、喫煙習慣

E 日常生活、思想、希死念慮、規範意識、差別について

F
住宅環境、温浴の利用、　生きがい・感謝、仕事・外出・乳製品の習慣につ
いて

G 運動の実施状況、スポーツ観戦、運動に対する意識について

H 健康状態、孤立、身体の痛みについて

コア項目

種類

バ
ー

ジ
ョ

ン
項
目
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調査実施にあたり、ヘルシンキ宣言「人 

を対象とする医学系研究に関する倫理指針」

（平成 26 年 12 月 22 日、平成 29 年２月 28

日一部改正、文部科学省・厚生労働省）を

遵守した。研究遂行にあたり、国立長寿医

療研究センター倫理・利益相反委員会（受

付番号 1274）、千葉大学大学院医学研究院

倫理審査委員会（受付番号 3442）、一般社

団法人日本老年学的評価研究機構倫理審査

委員会（申請番号 2019-01）の承認を得た。

調査票は、倫理指針に沿った説明文を加え、

研究利用に関する同意の有無を確認するた

めのチェック欄を設けた。 

全国の保険者に共同研究協力を呼び掛け

た結果、25 都道府県 57 保険者 64 市町村と

共同研究契約を締結し、JAGES2019 年調査

を実施した（図１）。

 

図１. JAGES 調査フィールド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査は一般社団法人新情報センターに依

頼し、３期に分けて実施した。第１期は 28

保険者 32 市町村を対象に 2019 年 11 月 25

日に調査票を発送した。第２期は 18 保険者

21市町村を対象に 2020年１月６日に発送、

第３期は 11保険者 11市町村を対象に 2020

年１月 20 日に発送した。基本的に配布から

３週間後を回収期日と設定した。共同研究

協定を締結した保険者が属する参加市町村

のうち総務省の示す地方公共団体の区分に
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よる政令指定都市が６市、中核市が６市含

まれていた。参加市町村の人口総数は

17,119,653 名、高齢化率の平均は 31.6％で

あった。調査票配布総数は 376,649 票、回

収総数は 261,428 票、回収率は 69.4％であ

った（表２）。

表２. JAGES2019 年調査参加保険者および回収数など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 北海道 当別町 当別町 15,840 34.72% 4,550 2,349 51.6%

2 北海道 余市町 余市町 18,400 39.89% 5,495 2,992 54.4%

3 北海道 栗山町 栗山町 11,665 39.75% 4,009 2,554 63.7%

4 北海道 東神楽町 10,234 27.02% 2,180

5 北海道 東川町 8,358 32.33% 2,160

6 北海道 美瑛町 9,905 38.03% 2,903

7 北海道 苫前町 苫前町 3,059 41.32% 962 649 67.5%

8 青森県 八戸市 八戸市 中核市 228,009 30.16% 5,000 3,454 69.1%

9 青森県 十和田市 十和田市 61,158 32.52% 5,000 3,613 72.3%

10 青森県 六戸町 六戸町 11,042 32.26% 3,018 1,943 64.4%

11 青森県 三戸町 三戸町 9,931 40.67% 1,197 813 67.9%

12 青森県 五戸町 五戸町 17,084 38.58% 2,080 1,484 71.3%

13 青森県 南部町 南部町 17,876 38.15% 1,500 1,060 70.7%

14 宮城県 岩沼市 岩沼市 44,013 25.79% 10,873 7,593 69.8%

15 秋田県 小坂町 小坂町 5,008 43.61% 1,879 1,326 70.6%

16 福島県 葛尾村 葛尾村 1,387 39.37% 429 287 66.9%

17 茨城県 大洗町 大洗町 16,718 32.49% 1,000 583 58.3%

18 埼玉県 さいたま市 さいたま市 政令指定都市 1,313,297 22.92% 9,000 5,338 59.3%

19 千葉県 市川市 市川市 490,322 21.04% 9,300 5,851 62.9%

20 千葉県 松戸市 松戸市 483,480 25.16% 7,733 4,803 62.1%

21 千葉県 柏市 柏市 中核市 424,801 25.66% 6,000 4,658 77.6%

22 千葉県 市原市 市原市 275,852 28.84% 5,400 3,448 63.9%

23 千葉県 睦沢町 睦沢町 6,964 39.96% 2,411 1,662 68.9%

24 千葉県 長柄町 長柄町 6,912 39.40% 2,356 1,513 64.2%

25 東京都 八王子市 八王子市 中核市 562,596 26.67% 8,398 6,141 73.1%

26 東京都 町田市 町田市 428,964 26.72% 7,738 4,998 64.6%

27 神奈川県 横浜市 横浜市 政令指定都市 3,748,781 24.43% 20,926 15,967 76.3%

28 新潟県 新潟市 新潟市 政令指定都市 788,053 29.27% 10,724 7,677 71.6%

29 新潟県 十日町市 十日町市 52,096 38.71% 7,898 7,094 89.8%

30 石川県 加賀市 加賀市 66,510 34.05% 2,998 1,888 63.0%

31 福井県 高浜町 高浜町 10,381 31.55% 3,010 2,047 68.0%

32 山梨県 中央市 中央市 30,876 24.75% 6,752 4,490 66.5%

33 山梨県 早川町 早川町 1,051 45.67% 407 277 68.1%

34 長野県 松本市 松本市 施行時特例市 239,236 27.67% 6,949 5,377 77.4%

35 長野県 飯田市 飯田市 100,791 32.00% 6,000 4,698 78.3%

36 静岡県 小山町 小山町 18,365 29.68% 2,000 1,504 75.2%

37 静岡県 森町 森町 18,306 33.47% 2,074 1,552 74.8%

38 愛知県 名古屋市 名古屋市 政令指定都市 2,317,646 24.90% 25,000 18,584 74.3%

39 愛知県 半田市 半田市 120,121 23.82% 11,800 9,011 76.4%

40 愛知県 碧南市 碧南市 73,254 23.42% 7,500 5,544 73.9%

41 愛知県 常滑市 常滑市 59,135 25.50% 11,918 7,813 65.6%

42 愛知県 東海市 114,827 22.14% 5,682 4,258 74.9%

43 愛知県 大府市 92,414 21.39% 4,367 3,163 72.4%

44 愛知県 知多市 85,190 27.49% 5,246 4,011 76.5%

45 愛知県 東浦町 50,045 25.37% 2,705 2,031 75.1%

46 愛知県 武豊町 武豊町 43,676 24.81% 9,183 6,517 71.0%

47 大阪府 豊中市 豊中市 中核市 408,164 25.64% 6,150 3,379 54.9%

48 大阪府 守口市 143,806 28.70%

49 大阪府 門真市 123,408 29.06%

50 大阪府 四条畷市 55,835 26.50%

51 大阪府 八尾市 八尾市 中核市 266,569 28.35% 16,000 11,340 70.9%

52 兵庫県 神戸市 神戸市 政令指定都市 1,533,166 28.01% 16,000 10,668 66.7%

53 兵庫県 多可町 多可町 20,565 35.35% 3,000 2,228 74.3%

54 奈良県 天理市 天理市 65,019 26.16% 2,700 1,736 64.3%

55 奈良県 生駒市 生駒市 119,576 27.80% 3,000 2,327 77.6%

56 鳥取県 鳥取市 鳥取市 中核市 187,034 28.93% 6,300 4,250 67.5%

57 鳥取県 智頭町 智頭町 6,909 41.21% 2,483 1,668 67.2%

58 福岡県 福岡市 福岡市 政令指定都市 1,550,077 21.61% 24,156 16,313 67.5%

59 長崎県 松浦市 松浦市 22,586 36.12% 5,000 3,265 65.3%

60 熊本県 御船町 御船町 16,887 34.03% 4,993 3,281 65.7%

61 大分県 臼杵市 臼杵市 38,227 39.18% 5,200 3,719 71.5%

62 大分県 津久見市 津久見市 17,294 43.52% 5,420 3,364 62.1%

63 大分県 竹田市 竹田市 21,542 46.34% 3737 2586 69.2%

64 大分県 九重町 九重町 9,360 42.69% 1,800 1,164 64.7%

1) 各自治体からデータを受領。ただし、松戸市は「統計でみる市町村のすがた（2018）」より作成。

2）回収数は白票や市町村が不明な票（広域連合でIDが切り取られた状態で返送された票）を含めた最終的な回収数として作成。

ID

大雪地区広域連合 4,663

知多北部広域連合

くすのき広域連合 5,000

64.4%

2,862 57.2%

高齢化率
1) 実配布数 回収数

２） 回収率都道府県名 保険者名 市町村名 指定都市・中核市 人口
1)
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25都道府県 57保険者 64市町村における

対象者の属性は、以下の表のとおりである。

15 市町村が事業対象者を含めず、49 市町村

が含めた。要支援者では含めないが 27 市町

村、含めるが 37 市町村、要介護１および２認

定者を含めたのは１市町村であった（表３）。

 

表３. 対象者について 

 

 

 

 

 

 

 

 

分析に用いる小地域も保険者の希望に沿

って選択した。その結果、小学校区 30 市町

村（46.9％）、日常生活圏域・中学校区 24

市町村（37.5％）、その他保険者が指定した

小地域 10 市町村（15.6％）であった。調査

対象者選択の方法には２種類あり、全数調

査は 19 市町村、サンプリング調査は 45 市

町村であった。64 市町村のうち、保険者よ

り管轄の自治体基本情報の提供があったの

は 52 市町村であり、表４に示す通り全数調

査では小地域別母集団の中央値（最小値-最

大値）が 808（40-4,291）名であるのに対し

て小地域別調査対象者数は 710（35-3,874）

名であった。サンプリング調査では小地域

別母集団が 2,353（131-14,219）名である

のに対し小地域別調査対象者数は 183（19-

2,023）、小地域別サンプリング率は 5.35

（2.34-97.16）％であった。

 

表４. 調査対象者選択の方法 

 

  市町村数 

（市町村） 

母集団 

（名） 

調査対象者数 

（名） 

サンプリング率 

（％）  

  中央値 中央値  

    （最小値-最大値） （最小値-最大値）   

全数調査 15 808(40-4,291) 710(35-3,874)   

サンプリング調査 37 2,353(131-14,219) 183(19-2,023) 5.35(2.34-97.16) 

 

2.2 地域マネジメント支援システム 

JAGES2019 の回答結果を用いて地域マネ

ジメント支援システムを構築した。介護予

防事業において PDCA サイクルのマネジメ

ント評価を可能とするため政策評価指標群 

の枠組みから地域診断指標を選定３),６-９)、

作成した（表５）。 

 

 

単位 事業対象者 要支援者 要介護者 

含まない （市町村） 15 27 63 

含む （市町村） 49 37 1 

合計 （市町村） 64 64 64 
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表５. 地域診断マネジメント支援システムの指標一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域マネジメント支援システムには、（A）

JAGES2019年度調査に参加した 64市町村を

比較する市町村レベル、（B）それぞれの市

町村の小地域を比較する小地域レベルの２

種類を構築した。市町村レベルのシステム

により、他市町村と比較してどの位置にい

るのかを確認でき、強みである指標や改善

の余地がある指標がわかる。さらに小地域

レベルのシステムにより、強みや改善の余

地が大きい指標はどの小地域かを確認し、

重点対象地域を選定することができる。こ

の２種類のシステムに搭載する指標は表５

に示す通りであり、（A）コア指標、（B）重

要指標の２種類に分類されている。コア指

1 幸福感がある者の割合 26 主観的健康感が良い者の割合

2 要支援・要介護リスク得点の平均点 27 ポジティブ感情がある者の割合

3 フレイルあり割合 28 笑う者の割合

4 運動機能低下者割合 29 うつ割合（ニーズ調査）

5 １年間の転倒あり割合 30 うつ割合（基本チェックリスト)

6 認知症リスク者割合 31 フレイルなし割合

7 物忘れが多い者の割合 32 プレフレイルあり割合

8 口腔機能低下者割合 33 生活機能低下者割合

9 残歯数19本以下の者の割合 34 BMIが18.5未満の者の割合

10 うつ割合（GDS5点以上） 35 肥満(BMI25以上）者割合

11 閉じこもり者割合 36 低栄養者割合

12 スポーツの会参加者割合 37 認知機能低下者割合

13 趣味の会参加者割合 38 IADL(自立度）低下者割合

14 ボランティア参加者割合 39 社会的役割低下者割合

15 学習・教養サークル参加者割合 40 知的能動性低下者割合

16 特技や経験を他者に伝える活動参加者割合 41 通いの場参加者割合

17 友人知人と会う頻度が高い者の割合 42 老人クラブ参加者割合

18 交流する友人がいる者の割合 43 町内会・自治会参加者割合

19 情緒的（心配事や愚痴）サポート受領者割合 44 グループ活動へ参加意向がある者の割合

20 情緒的（心配事や愚痴）サポート提供者割合 45 グループ活動(企画・運営)へ参加意向がある者の割合

21 手段的（看病や世話）サポート受領者割合 46 収入のある仕事への参加者割合

22 手段的（看病や世話）サポート提供者割合 47 就労していない者の割合

23 ソーシャル・キャピタル得点（社会参加） 48 喫煙する者の割合

24 ソーシャル・キャピタル得点（連帯感） 49 30分以上歩く者の割合

25 ソーシャル・キャピタル得点（助け合い） 50 健診(1年以内)未受診者割合

51 認知症発症後の自宅生活希望者割合

52 認知症の人も地域活動に参加した方が良いと思う人の割合

53 家族が認知症になったら近所の人に知ってほしいと思う人の割合

54 家族を介護している人の割合

55 独居者割合

56 孤食者割合

57 低所得者割合

58 低学歴者割合

59 経済的不安感がある者の割合

61 公園や歩道が徒歩圏内にある者の割合

62 商店・施設・移動販売が徒歩圏内にある者の割合

63 図書館を利用する割合

64 本屋・書店を利用する割合

コア指標 重要指標
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標は、これまでの研究により要介護リスク

や社会関係指標（スポーツの会やボランテ

ィア参加など）の中でもより優先度が高い

と考えられるものを選定している。 

JAGES が提供する地域マネジメント支援

システムは、経年変化グラフと相関分析グ

ラフも併せて搭載している。経年変化グラ

フは、JAGES 調査に経年で参加している市

町村に限る。市町村レベルや小地域レベル

のシステムにおいて、それぞれの指標が前

回の調査時と比較して増加しているのか、

減少しているのか経年変化を確認すること

により、簡易な評価をでき次の対策を検討

するきっかけとなる。相関グラフにおいて

は、強みや改善の余地があると選定した指

標と関連の深い指標、例えば、社会参加や

連帯感や助け合いなどの短期対策検討用指

標、独居や低学歴などの長期対策検討用指

標などから相関の強い指標を探索すること

ができる。これらの地域マネジメント支援

システムには、全体だけではなく、性や年

齢により層別して検討することも可能とし

ている。改善の余地がある指標の選定後に

重点対象地域やその中でもどの年齢層で、

男女どちらに特に働きかければ良いのか検

討することができ、より具体的な対策計画

の立案に効果的である。 

 

３．回収数によるデータの妥当性検証およ

び過大または過小抽出についての検討 

3.1 小地域あたりの回答数による地域相

関分析の結果の違い 

地域マネジメント支援システムを用いて

相関を確認する際、それぞれの小地域の回

答者数を一定数確保することにより妥当性

のある分析が可能となる。本節では、小地

域あたりの回答数によるデータの妥当性を

検証するため、地域相関分析を実施した。 

調査対象は 57 保険者 64 市町村 1222 小

地域であった。分析で使用する目的変数は

うつ、説明変数は趣味の会参加とした。う

つは GDS_15 項目短縮版で算出した 10)。「今

の生活に満足していますか」「生きていても

仕方がないという気持ちになることがあり

ますか」「毎日の活動力や世間に対する関心

がなくなってきたように思いますか」など

の質問に対し“はい”“いいえ”の２件法

で答える 15 項目の質問からなり、５点未満

を「うつなし」、５点以上を「うつあり」と

した。趣味の会参加者は「趣味関係のグル

ープやクラブに参加していますか」の質問

に対して、月１回以上参加している者を参

加者とした。小地域ごとにそれぞれの割合

を算出し、ピアソンの相関分析を実施した。

統計学分析には STATA MP 15.0 を用い、統

計学的有意水準は５％とした。 

うつ指標の算出の結果、小地域あたり 50

サンプル以上が確保できた小地域数は

1,100 地域、100 サンプル以上が確保できた

小地域数は 577 地域であった。地域相関分

析の結果、全数では r=-0.48、50 サンプル

以上では r=-0.51、100 サンプル以上では

r=-0.58 であり、小地域あたりのサンプル

数が 100 以上確保できた小地域に限り分析

した場合には、全数または 50 サンプル以上

よりもｒの値が増加し、相関が強かった（図

２）。 
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図２. 小地域あたりのサンプル数による相関分析の違い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 過大または過小抽出についての検討 

JAGES では市町村全体からのランダムサ

ンプリングではなく、地域診断目的のため

に小地域あたり、100 名以上の回答者が得

られることを推奨している。そのためには

回収率を 70％と想定すると、調査票を 150

票配布（性か年齢かどちらかで層別する場

合は 300 票配布、性も年齢も層別して分析

する場合は 600 票配布）する必要がある。

ただし、小地域ごとに第一号被保険者数は

異なるため、一律に 150 票（または 300 票、

600 票）配布すると、サンプリング率が小

地域毎に異なる。一種の割当抽出であるが、

この方法は、通常のランダムサンプリング

による小地域別サンプル数の偏り（小地域

の高齢者人口が少ない校区のサンプル数が

少なくなる）を回避し、また、保険者の予

算上の負担も軽減できることから、保険者

との共同研究を実施している JAGES 調査と

して有効であると考えられる。一方で、

JAGES の調査データは、他の保険者との比

較をするため、割当抽出法では、市町村の

代表値からの乖離が予想される。そこで、

小地域ごとのサンプリング率を反映した重

み付け値を算出し、疑似ランダムサンプリ

ング化をしたデータを作成した上で、その

代表性の差異について検討した。 

JAGES2019 年調査に参加した小地域ごと

の第一号被保険者数を把握し、小地域ごと

の母集団人口とした。保険者の意向により、

調査対象者に事業対象者、要支援・要介護

認定者を含めるか、含めないかの条件が保

険者ごとに異なるため、第一号被保険者か

らそれらを除いて母集団とした。次に小地

域の母集団数を該当市町村全体の数で除し、

小地域単位の母集団分布割合を算出した。 

JAGES2019 年調査における調査対象者の

抽出数を母集団分布割合に乗じて按分し、

「仮想対象分布」数を算出した。次に「仮

想対象者数」を分析小地域単位の調査対象

者の抽出数で除した値を算出し、１より大

きければ過小抽出、１より小さければ過大

抽出とした。なお、重み付けは全数調査で

は実施せず、サンプリング調査の市町村で

のみ算出した。 

重み付け値算出後、重み付けを考慮しな 

い場合と、考慮した場合の二通りで、市町

村別うつ割合と趣味の会参加割合の値を算

 

うつ（GDS5 点以上）割合と趣味の会参加者（月 1 回以上）割合との地域相関分析を実施した。50 サンプル以上は

各小地域におけるうつの指標の回答者数が 50 名以上、100 サンプル以上各小地域における回答者数が 100 名以上

の地域のみを分析対象とした。分析はピアソンの相関分析を行った。 
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出し、それぞれピアソンの相関分析を行っ

た。 

市町村別うつ割合と趣味の会参加割合の

値を重み付けなしと重み付けありの相関分

析結果を図３に示す。うつ割合においても

趣味の会参加割合においても r がそれぞれ

0.91 と 0.95 であり、非常に強い相関があ

ることが分かった。

 

図３. 重み付けの実施による地域相関分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、うつと趣味の会参加との関連につ

いてロジスティック回帰分析を用いて検討

した。目的変数をうつ（GDS５点以上）、説

明変数を月１回以上の趣味の会参加者とし

て、年齢（５歳刻み）、性（男、女）、独居

（独居、二人以上世帯）、既婚（既婚、未婚）、

孤食（孤食、共食）、等価所得（200 万円未

満、200-400 万円、400 万円以上）、教育歴

（９年未満、10-12 年、13 年以上）、喫煙（あ

り、なしまたはやめた）、飲酒（あり、なし

またはやめた）、手段的日常生活動作（以下

「IADL」、自立、低下）を調整し、ロジステ

ィック回帰分析を実施した。統計学分析に

は STATA MP 15.0 を用い、統計学的有意水

準は５％とした。 

重み付けなしの場合、趣味の会非参加者 

と比較して、月１回以上の参加者はうつが

47％少なかった（図４-a）。重み付けを行っ

た場合も同じくうつが 47％少ないことが

分かった（図４-b）。重み付けを行っても行

わなくても値の変化に大きな影響は観察さ

れなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村ごとのうつ（GDS5 点以上）割合と趣味の会参加者割合の重み付けなし値と重み付け値を算出し、それ

ぞれピアソンの相関分析を行った。 
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図４. うつ（GDS5 点以上）と趣味の会参加について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．考察 

JAGES2019 年調査では、25 都道府県 57 保

険者 64 市町村の協力を得る事ができ、

370,649 票配布、261,428 票回収（回収率

68.5％）であった。調査実施後、回答結果

を用いて地域マネジメント支援システムを

用いた市町村間比較や小地域比較が可能と

なった。小地域あたりのサンプル数が増え

るにつれて外れ値が減り、相関係数も高く

なっていた。また、重み付けの有無で実質

的に大きな差は認めなかった。 

小地域あたりのサンプル数の違いによる

妥当性については、小地域あたりのサンプ

ル数がより多いことが望ましいことが確認

された。性や年齢層に分けて分析を行う場

合においても、地域あたり 100 以上のサン

プル数を確保するためには、回収率を 70％

と想定した場合、小地域あたり 300 票（性

または年齢のどちらかで層別化する場合）、

もしくは 600 票（性および年齢で層別化す

る場合）の配布が望ましい。 

小地域あたりの配布数を一定数以上確保

することは、それぞれの地域に在住してい

る第一号被保険者数が異なるため、サンプ

リング率が異なるという問題点が生じる。

そのため、市町村の代表値を算出する際に

は，重み付けが必要である。しかし今回の

検討から、重み付けなしの値とありの値で

は、非常に強い相関があり、分析時に重み

付けを行っても行わなくても結果に実質的

に大きな違いがないことも併せて確認する

ことができた。仮に、サンプリング率を一

定にし、小地域あたりの調査票配布数を決

定した場合、第一号被保険者数が著しく少

ない場合は、調査票配布数が少ないことに

なり、小地域あたりのサンプル数が少なく

なる。サンプル数が少ない場合は、図２に

示すように妥当な分析結果が得られない可

能性が高くなる。それよりは、小地域の調

査票配布数を一定確保するサンプリング法

とし、速報値としては重み付けなしの値を

用いても、実質的には大きな影響を与えな

いと考えられる。 

一方、以下のような課題や限界もある。

JAGES 調査に連続で参加している市町村で

は、パネルデータを収集するため、前回の

回答者全員に調査票を配布するようにして

いる。前回調査の回答者数は小地域毎に異

 

ロジスティック回帰分析による。趣味の会（月 1 回以上）非参加者を reference とした。年齢（5 歳刻み）、

性、独居、既婚、孤食、等価所得、教育歴、喫煙、飲酒、IADL を調整した。*; p<0.0001。エラーバーは 95％

信頼区間（上限、下限）を示す。 
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なるため、調査票の回収率および回収数が

著しく少ない地域の場合、次回調査におい

て、その小地域の調査票配布数が相対的に

減少することになる。実際、表４に示す通

り、サンプリング調査を実施した市町村の

調査対象者数は最小値が 19 名であった。今

後、まずは回収率の向上を図るとともに、

調査対象者選定時の対象者数を確認し、オ

ーバーサンプリングするなどの対策を取る

ことが必要と考えられる。 

 

５．さいごに 

JAGES 調査は、国勢調査など国が主体と

なって実施している調査以外では珍しい多

地域の大規模調査である。ニーズ調査の結

果を用い介護予防に向けた科学的根拠づく

りや地域マネジメント支援システムを構築

する上で、多地域間比較をするが故に対象

者の選定や対象者数の決定が重要な鍵であ

る。本稿では、保険者の担当者から寄せら

れることが多い対象者数や重み付けの有無

によって、地域マネジメント支援システム

を利用した分析に、どの程度の影響を与え

るのかを検討した。その結果、小地域あた

りのサンプル数は多い方が望ましく、重み

付けなしの値でも速報値としては十分利用

可能であることが確認できた。今後も、協

力保険者から意見や疑問を受け止め、より

妥当性のある地域マネジメント支援システ

ムの構築やエビデンスの蓄積を進めていく

予定である。 
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